
お  知  ら  せ 
 

 

○ 協議会における研修会等の対応について 

協議会では研修会用の映像資料等貸し出しも行っております。 

またＷｅｂ会議方式を利用した相談会等を開催できる設備を整えております。 

研修会用の映像資料等貸し出しや、Ｗｅｂ会議方式の相談会をご希望の活動組織は、お

住いの市町村を通じて協議会へご連絡いただきますようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 田ケロー（着ぐるみ）は 

 貸し出しもしています。 

  県内ならどこでも参上するよ！ 

 

岐阜県農地・水・環境保全推進協議会に問い合わせを！！ 

    

 

 

岐阜県の農地・水・環境保全だより 第４２号 
 

 

 

岐阜県農地・水・環境保全推進協議会 

〒500-8385 岐阜市下奈良2丁目13番1号（岐阜県土地改良事業団体連合会内） 

ＴＥＬ 058-271-1326 
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検 索 岐阜県農地・水・環境保全推進協議会 



 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

岐阜県農地・水・環境保全推進協議会 

第１９回通常総会開催 
 

 

令和８年3月６日（金）午前11時より、

岐阜市薮田南 OKB ふれあい会館において、

岐阜県農地・水・環境保全推進協議会第１９回

通常総会を開催しました。総会では、藤原勉会

長が「市町村等の事務支援を始め、組織の広域

化への誘導及び設立支援や、保全活動等の推

進指導など、地域の円滑な事業推進に向けて、

積極的に支援していく」とあいさつされまし

た。また、地域資源の保全管理活動に多大な効

果を発揮された2活動組織を優良活動組織と

して表彰しました。心よりお祝い申し上げま

す。 

＜議決事項＞ 

第1号議案：令和６年度事業報告、収支決算並びに財産目録の承認について 

第2号議案：令和７年度収支補正予算の承認について 

第3号議案：令和８年度事業計画並びに収支予算の議決について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中東小薮地域づくり協議会（羽島市） 萩原東四天農（下呂市） 

記 念 撮 影 



農作業中の熱中症による死亡者は７～8 月に集中しており、70 代以上の高齢者が

大多数を占めています。また、熱中症による救急搬送人員数は、5 月頃から発生し、

初秋までにわたり多くなっており、真夏以外の時間にも注意が必要です。多くの地域

で例年より暑くなることが予想されており、より一層の熱中症対策が必要です。 

熱中症対策について 
 

 
 
 
 
 
農作業中における熱中症に関するデータ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
熱中症対策チェック、症状と応急処置について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

令和７年度 多面的機能支払交付金 優良表彰地区の紹介 

 

活動組織名  中東小薮地域づくり協議会(羽島市) 

認定農用地面積  48.62ｈａ 

交付対象面積   45.49ｈａ 

活動の表題   ～農業学校でつなぐ未来とふるさとの絆～ 

活動の概要 平成１９年度より本活動に取り組んでいる活動

組織で、「女性部」を中心とした遊休農地対策として

花の植栽や野菜の栽培、「農業学校」の開講など農地

の有効活用や環境美化活動に留まらず、SNS を駆

使して活動のPRを行うなど地域の活性化にも大き

く貢献しています。また、「農業学校」においては子

ども達が「野菜の栽培、収穫、食す」までの一連の

流れを体験することで、自然や農業への関心を育み、

親世代にも野菜作りの基本を伝えるなど、世代を超

えた学びと交流の場を創出しています。 

 

地域から一言 「農業学校」の開講によって、次世代への継承や地域コミュニティの活性

化に寄与しています。特に子ども達にとって「野菜を育て、収穫し、みんなで食

べる。」という体験は大変人気があり、楽しみながら学べる貴重な機会となって

います。これからも地域の皆さんと力を合わせて、次の世代に誇れる「ふるさ

と」を残していけるよう活動を続けていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 スイカ試食会 

 

いちご狩り体験 

農地維持活動（草刈り） 

栽培・収穫体験 



 

 

活動組織名  萩原東四天農 (下呂市) 

認定農用地面積  15.52ｈａ 

交付対象面積   15.52ｈａ 

活動の表題   ～農村の多面的機能を次世代の子ども達へ～ 

活動の概要 平成２６年度より本活動に取り組んで

いる活動組織で、水路等の維持管理や獣

害防護柵の維持管理、長寿命化活動にも

取り組んでおり、中山間地域の農村地帯

であっても非農家も積極的に活動に参加

することで、地域の活性化に繋がり活動

が定着しています。また、地元小学生と

連携し、農作業などの体験学習を通じ、

農用地や農業用水等の重要性を子ども達

に伝えていく活動を毎年実施する等、自

分たちの力で地域を守っていきたいという願いの込められた活動がいくつも

展開されています。 

 

地域から一言 地元小学生と連携し、農作業を通じて農用地、農業用水等の重要性を子ど

も達に伝えていく体験学習を毎年度実施していることから、地域の協力やまと

まりが向上してきました。これからも多面の活動を通じて地域が一体となり、

歴史や農村環境を次世代に繋げていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

農地維持活動（水路の草刈り） 

農業体験（田植え） 

集落内清掃活動 農業体験（田植え） 



令和8年度に事業実施期間の終了を迎える活動組織について 

令和 8年度に活動期間の終了を迎える活動組織は、次の点について注意が必要です。 

１．各種研修の実施について、5年間の活動期間中に 1回以上の実施が必要。 

・農地維持支払の「事務・組織運営等に関する研修」と「機械の安全使用に関する研修」、資

源向上支払（共同活動）の「機能診断・補修技術等に関する研修」を５年間の活動期間中に各

１回以上実施する必要があります。実施できているかを確認しましょう。 

２．地域資源保全管理構想について、５年間の活動終了時までに策定が必要。 

・農地維持支払活動に取り組んでいる活動組織では、５年間の活動終了時までに「地域資源保

全管理構想」を策定し、関係市町村に提出する必要があります。提出漏れにならないように確

認しましょう。 

３．令和 9年度も引き続き活動を継続するには、事業計画書の取りまとめが必要。 

・令和 9年度も引き続き活動を継続する場合は、新たな事業計画書を令和 9年 6月 30日ま

でに関係市町村へ提出する必要があります。 

令和８年度からの事業計画書を早めに取りまとめましょう。 

 

早期の事業計画認定のため、できるだけ、実施期間終了年度（令和

8年度）の3月中に事業計画をつくりましょう。 



※要件を満たす限り、加算措置は次期の事業計画期間に
おいても適用されます。

加算措置 水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動への支援
（田んぼダム加算）

大雨時に河川や水路の水位の急上昇を抑えることで下流域の湛水被害リスクを低
減させることを目的に、水田の落水口に流出量を抑制するための排水調整板を設置
する等して雨水貯留能力を人為的に高める取組である「田んぼダム」に一定の要件
を満たして取り組む場合、資源向上支払（共同）に単価の加算を行います。

加算措置の要件①又は②を満たす場合、この加算措置に取り組む初年度から、当
該活動を実施する活動組織の対象農用地面積のうち田面積全体を加算対象面積と
します。

流出を抑制する落水量調整装置の例

＜加算措置の要件＞

資源向上支払（共同）

３00円/10a

（岐阜県）

事業計画期間5年

田んぼダムの
加算単価

1,800円/10a

（岐阜県） ：従来の単価

資源向上支払（共同）の加算単価（円/10a）

＜加算対象面積の考え方＞

田んぼダム実施

田んぼダム
未実施

写真：新潟市

事業計画期間中に次のいずれかの条件を満たす必要があります。

① 資源向上支払（共同）の交付を受ける田面積全体のうち５割以上において、田
の雨水貯留機能の強化を目的として、活動を取り組むこと

② 広域活動組織にあっては、当該活動を実施する集落ごとに、資源向上支払（共
同）の交付を受ける集落内の田面積全体のうち５割以上において、田の雨水貯留
機能の強化を目的として、活動に取り組むこと

岐阜県

田 300

令和3年度の制度拡充により、多面的機能支払交付金の活動として水田貯留機能の強化

（田んぼダム）に一定の要件を満たして取り組む場合、資源向上支払（共同）に単価の加

算が行われるようになりました。

「田んぼダム」の取り組みについて



手続きは、（１）市町村長は、以下の「様式第２－１７号」（位置図添付）により岐阜
県知事と協議の上「水田貯留機能強化計画」を策定し、（２）対象組織は、市町村の策
定する「水田貯留機能強化計画」に基づき、水田の雨水貯留機能強化に係る実施面積、
年度別計画及び位置図を以下の「様式第１－３号」に記載し、市町村に提出し、市町村
より認定を得た上で実施します。

市町村 → 岐阜県に提出（協議）
【様式第２－１７号】

（別添）水田の雨水貯留機能の強化を推進する
活動の対象区域図（様式第2-17号添付）

活動組織 → 市町村に提出（承認）
【様式第１－３号（抜粋）】

（様式第２－17号）

【市町村から都道府県に提出するもの】 農林水産省様式

○年○月○日

　殿

○○市町村長

○○市における水田貯留機能強化計画の［策定／変更］について（協議）

１　水田の雨水貯留機能の強化を推進する活動の対象区域図（別添）

２　水田貯留機能強化計画の基本的な考え方

ア．水田貯留機能の強化の推進に関する基本的考え方

イ．水田貯留機能強化計画の策定における基本的考え方

○○都道府県知事

　このことについて、○○市における水田貯留機能強化計画を［策定／変更］したいので、
多面的機能支払交付金実施要領第２の６の規定に基づき、下記関係書類を添えて協議する。

記

３　備考（必要に応じて記載）

（別添）

水田の雨水貯留機能の強化を推進する活動の対象区域図 市町村名称︓

注１）　流域治水プロジェクト等の県の認定を受けた計画に田んぼダムが位置付けられている地域は、本様式の代わりに当該計画を
　　　提出することが出来るものとする。

a　実施期間

令和 年度 令和 年度

ｂ　実施計画

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度

令和 年度

c　最終年度における実施面積及び加算額

（参考）広域活動組織における集落ごとの実施面積と割合

d　活動実施区域位置図
別添３「田んぼダム実施区域位置図」のとおり

　※なお、別添１「実施区域位置図」に田んぼダム実施区域位置を記載している場合、別添３は省略できる。

（５）水田の雨水貯留機能の強化（田んぼダム）を推進する活動への支援
★適用条件
①資源向上支払（共同）の交付を受ける田面積のうち５割以上において、雨水貯留機能の強化 （田んぼダム）を
　推進する活動を行っていること。
②広域活動組織にあっては、本活動を実施する集落ごとに、資源向上支払（共同）の交付を受ける水田面積のうち
　５割以上において、雨水貯留機能の強化 （田んぼダム）を推進する活動を行っていること。
　（実施しない集落の面積は対象農用地面積より除くこと。）

開始年度 最終年度 ※最終年度は、資源向上（共同）の活動終了年度と同じです。

年度 年次計画・実施体制等

※資源向上支払（共同）の交付単価の減額条件に該当する場合は、本加算措置の交付単価も同様に減額されます。

集落名 対象農用地面積
実施面積の

割合
備考

うち、実施面積

田
a 円/10a 0%

地目 全対象農用地面積 交付単価
年当たりの

加算額
実施面積の

割合うち、実施面積

a a 0%

a a 0%

a a 0%

a a 0%

（別添３）田んぼダム実施区域位置図
（様式第1-3号添付）

（別添３）

田んぼダム実施区域位置図 活動組織名称︓
○○活動組織

注１）　別添１「実施区域位置図」に田んぼダム実施区域位置を記載している場合、本様式は省略ができる。



活動中の事故が増加しています！

令和７年度の全国の共同活動中の事故は２３７件（死亡事故10件）発生しており、活動
項目別では、約7割の151件が草刈中に発生しています。また、草刈中の事故のうち、
約5割が水路で発生し、転倒・転落や蜂刺され、草刈機等接触によるものが多くを占
めています。活動を行う前に、必ず保険に入りましょう！

（２）活動要件の見直し●作業は必ず複数名で行い、トラクターなどの農業用機械を運転する際は、必ずシー
トベルトを着用しましょう。
●活動前には、参加者の健康状態を確認し、体調不良の場合は作業を控えましょう。
●草刈等の作業時には、作業員同士の間隔を確保し、接触事故を防止するとともに、
ヘルメットの着用やスパイク付きの長靴を履くなど転倒・転落防止に努めましょう。
●緊急時に備え、緊急連絡表を作成し、全員で確認しておきましょう。
●緊急連絡先の確認
・ 最寄りの医療機関（複数）
・ ご家族の連絡先
・ 保険会社
・ 市町村

活動に当たっては、参加者一人一人が、

事故防止の意識を持つことが大切です！

１．防護の徹底
・草刈り機を使用する際は、ヘルメットや防護メガネ、手袋、長靴（又は安全靴）
などを着用しましょう。
２．障害物の除去等
・事前に、草刈り範囲の空き缶や石、木片などを取り除いておきましょう。また蜂の
巣なども事前に確認し、蜂に刺された場合の対処方法を事前に確認しましょう。
３．草刈り機の点検・整備
・刈刃の交換や刈刃が確実に固定されていることや、飛散物防止カバーの装着など、
適切な点検・整備を行いましょう。
４．草刈り機の安全な使用
・作業は安全な使用方法を修得した人が行いましょう。作業を中断する際や移動する
際には、エンジンを切って刃の回転が止まってからにしましょう。
５．作業間隔の確保
・複数名で作業を行う場合は、15ｍ以上間隔を置き、接触事故を防止しましょう。
６．休憩の確保
・振動と騒音で想像以上に疲労がたまるので、こまめに休憩を取り、水分補給も十分
に行いましょう。また、必要に応じて検温を行いましょう。
７．草刈り作業者への合図
・草刈り機は騒音が大きいため、作業者に声をかける際には、鏡や笛を用いて遠くか
ら合図をしましょう。

草刈り作業中の留意点

活動前日までに、現地の下見、打合せ、緊急連絡先の確認を
必ず行いましょう！

共同活動の安全な実施について



安全管理の徹底や事故の発生防止を目的として、上記「共同活動の安全のしおり」
を作成しています。構成員への周知や、共同活動時に是非ご活用ください。

岐阜県農地・水・環境保全推進協議会 共同活動の安全のしおり 検索



農作業中の熱中症による死亡者は７～8 月に集中しており、70 代以上の高齢者が

大多数を占めています。また、熱中症による救急搬送人員数は、5 月頃から発生し、

初秋までにわたり多くなっており、真夏以外の時間にも注意が必要です。多くの地域

で例年より暑くなることが予想されており、より一層の熱中症対策が必要です。  

熱中症対策について 
 

 
 
 
 
 
農作業中における熱中症に関するデータ  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
熱中症対策チェック、症状と応急処置について  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

農業における熱中症に関するデータ

農作業中の熱中症による死亡者数（平成26年～令和５年の累計） 仕事場における救急搬送人員数
（令和６年）
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月別

※農林水産省「農作業死亡事故調査」」より
※仕事場：田畑、森林、海、川等 ※農・林・畜・水産作業を行っている場合のみ）の区分
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※消防庁「夏期における熱中症による救急搬送人員の調査」より※農林水産省「農作業死亡事故調査」」より

5月頃から発生

• 農作業中の熱中症による死亡者は特に７～８月に集中しており、７０代以上の高齢者が大多数を占めています。
• 一方で、熱中症による救急搬送人員数は、５月頃から発生し、初秋までにわたり多くなっており、真夏以外の期
間にも注意が必要です。

• 令和７年４月に発表された気象庁の３か月予報（５月から７月）によると、日本の多くの地域で例年より暑くな
ることが予想されており、より一層の熱中症対策が必要です。



 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



お  知  ら  せ 
 

 

○ 協議会における研修会等の対応について 

協議会では研修会用の映像資料等貸し出しも行っております。 

またＷｅｂ会議方式を利用した相談会等を開催できる設備を整えております。 

研修会用の映像資料等貸し出しや、Ｗｅｂ会議方式の相談会をご希望の活動組織は、お

住いの市町村を通じて協議会へご連絡いただきますようお願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 田ケロー（着ぐるみ）は 

 貸し出しもしています。 

  県内ならどこでも参上するよ！ 

 

岐阜県農地・水・環境保全推進協議会に問い合わせを！！ 

    

 

 

岐阜県の農地・水・環境保全だより 第４２号 
 

 

 

岐阜県農地・水・環境保全推進協議会 

〒500-8385 岐阜市下奈良2丁目13番1号（岐阜県土地改良事業団体連合会内） 

ＴＥＬ 058-271-1326 
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